別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：商工費　　　目：商業振興費
	事業名: 岐阜貿易情報センター負担金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　商工労働部　地域産業課　地場産業係　電話番号：058-272-1111（内 3095）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：10,000千円（前年度予算額：10,000千円）
	要求内容


	１　要求の内容


日本貿易振興機構（ジェトロ）の有する中小企業の海外展開に対する支援ノウハウを、県でも有効に活用するため、県内中小企業への支援業務を実施している岐阜貿易情報センター（以下「ジェトロ岐阜」）に係る事業費の一部を負担金として支払う。 

＜ジェトロ岐阜　Ｈ２５年度実施予定事業＞
（１）海外バイヤー招聘事業【日本酒】

（２）貿易投資相談（個別相談会（12回）/企業等訪問（24回）/情報照会（12ヶ月））
      （３）セミナー開催（年12回）　　　　　　　　　　
      （４）海外ミッション派遣・海外見本市参加協力（年3回）
　　　（５）海外現地消費者に対するマーケティング調査（2回）　　　 
　　　（６）岐阜県海外投資企業調査　　　　　　　
	２　所要経費


ジェトロ岐阜の運営及び事業経費に対する負担金　10,000千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	２月1日時点
査定額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	



事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくるため、ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくりを目指します。具体的には、地域の特色をいかした地場産品の輸出拡大や海外見本市を活用した海外市場への売り込みなどを通して、アジアを中心とした海外への販路開拓などを支援します。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	貿易投資相談件数

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	1,602件
（H23）
	1,800件
（H25）
	89.0％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

＜平成２３年度実績＞

（１）成功事例の創出

　　　・セミナー事業、輸出有望案件発掘支援事業、海外見本市出展事業等の活用によ
り、欧米市場での輸出成約案件を創出

　　　・貿易相談、セミナー事業、海外見本市出展事業等の活用により、アジア市場での輸出成約案件を創出。

・海外バイヤー招聘事業により、地元陶磁器メーカーの海外商談成約案件を創出。
（２）成功事例創出に向けた取り組み

　　各企業の段階に応じ、下記に揚げる主な支援策を実施。

①一般的情報提供

　　　　・各セミナーの開催（１３回）
　　　　・ビジネス英語講座（３回・５２名参加）
　　　　・岐阜県企業海外直接投資調査（現地工場等海外直接投資を行っている県内企業の調査）
　　　②個別的情報提供

　　　　・ミニ調査（１２件）、ブリーフィング（２０件）

　　　　・個別貿易投資相談（１２回）

　　　③ビジネス支援

　　　　・海外見本市参加協力（１２見本市・５４社出展）

　　　　・海外ミッション支援（年９回、インド・ブラジル・中国、米国等）

　　　④個別ビジネス支援
　　　　・輸出有望案件発掘支援事業（１件）
　　　　・海外バイヤー招聘事業（陶磁器バイヤー５社招聘・商談６０件）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
＜平成２３年度＞
県内中小企業の海外展開に関する専門支援機関として、セミナー事業、相談事業、海外ミッション派遣、海外見本市出展支援、県内企業の海外展開状況調査等の事業を実施し、県内中小企業の海外展開を促進した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	全世界に情報ネットワークを有するジェトロの機能を最大限活用することで、海外取引を行う企業に対し、輸出入や投資に関する情報をより迅速に提供することが可能であり、必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	県内企業の海外への事業展開を支援するにあたって、ジェトロの有する海外ネットワーク、データ、ノウハウ等を活用することはきわめて有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	ジェトロ岐阜事務所の運営については、設立以来、県及び県内各市からの負担金を拠出し支援を行っている。事業については、県や各市の要望を反映して実施されており、平成２１年度からは負担金の一部を見直し、経費節減も行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県内中小企業は、日本人のライフスタイル・価値観の変化や安価な外国製品の流入、長引く不況による消費力の減退など極めて厳しい状況下にある。海外展開は成長の源泉であり、厳しい現状を打破するためには、今後とも海外への販路開拓支援が必要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

ジェトロの有する海外ネットワーク等の資源は、県内中小企業の海外展開を支援する上で極めて有効である。地元自治体による経費負担がない場合、ジェトロ事務所は撤退することになるため、県としても県内各市とともに、その運営や事業を積極的に支援し、連携・活用を図る。


